


















































































































































































































































































































望月優大(2019) 二つの日本 「移民国家」の建前と現実 講談社
*注1 2020年10月24日 NHKニュースウェブ「外国人技能実習生が働く事業所 ⚗割超で違反 厚
労省まとめ」
*注2 内藤(2019)
*注3 また、ここで、日本人全体にとって利益になるとは限らないことも確認しておきたい。外国人
労働者が来ればその分同じ職種に就こうとしている日本人と競合する。そうした日本人労働者は
この問題をどう考えるだろうか。もし代替可能ならば外国人労働者は賃金下げの圧力になる。補
完的ならば、協働作業としてシナジー効果が得られることになる。これは実際にやってみないと
わからない。
これについては「移民の経済学」（友原、2020）で紹介されている米国の研究例がある。これに
よると、移民の増加により、特定の業種が被害を受けるかどうかは、場合によって異なることが
観察されている。ただ日本におけるこのような研究は今のところなく、一般的な経済学の常識と
して、競合相手の増加ととらえられている。
*注4 だから、「日本人」がいいとされるのである。3，4世が注目され、いわば準日本人として、職業
選択において特段の制限がないという特別措置が与えられたのもこのためである。
*注5 この問題を、本人以外にも広げるとさらに様々な問題が浮かび上がってくる。家族の問題であ
る。家族が帯同すれば家族の費用も払うことになる。
*注6 外国人労働者が公的に考えられた制度の一つにEPA（経済連携協定）がある。日本がＥＰＡを
結ぶ際、日本側はインドネシアなどの相手国に日本の工業製品の関税を下げさせる代わりに相手
国からの輸入品として介護士の受け入れを決めた。まさに人間ではない経済的な労働力だったの
である。幸か不幸かこの導入は大きな影響を持たずに終わり、日本国内での外国人問題を拡大す
ることにはならなかったが、そういう例もあったことは把握しておきたい。
いわゆる、労働力を呼んだがやって来たのは人間だったという典型的な例である。
*注7 このような事実は主に建設現場等で実際に起こっていることが指摘されている。
*注8 ちなみに、安倍政権の元で女性へのアンケート調査や理想を元に計算した値として、希望出生
率なるものがありそれは1.8になっている。
*注9 ヨーロッパ諸国も最初に外国人労働者を受け入れたときは賃金を含む自国民と外国人労働者
の間の差別待遇政策を採っていた
88 日本国内における外国人労働者の必要性に関する一考察
